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北海道大学 2000.12

人口問題と植民地
一-1920・30年代の樺太を中心に一一

竹野 学

1 問題の所在 され，その「少なさ」をもって植民地の人口問

本稿は日本の植員地，特に樺太を人口問題の

観点から検討することを自的としている。人口

開題と植民地という観点からの議論は戦前にお

いてはなされたが，戦後は，日本の植民地は人

日開題の解決に貢献するところが少なかったと

いう考え方1)や，そもそも日本に人口問題は存

在せず，それを理由とした植民地領有自体が不

当であるという考え方 2)によって， この観点か

らの検討がなされることが少なくなった。前者

では，植民地へ向かった人口が数のみで問題と

1)代表的なものとしてアイリーン.B.トイパ-r日
本の人口J毎臼新間社， 1964年。また戦前において
植民地放棄論を説いた石橋湛山による「資料 我績

民地財政と農産負損J5 r策洋経済新報』第633号
(1913年5JU5臼)での批判が戦後の研究にも大きな

影響を与えていることも主重要である。たしかに横民

地への移住人口をみれば，筆者も人口問題解決に各

植民地が寄与した役裁は低かったと考えるo ただ問

題はこのような意見が単純に植民地への移動人口をも

ってのみ諮られていることにあると考える。人口問

題解決になぜ寄与しえなかったのかという，植民地

側の条件もあきらかにされなければならないと思わ

れる。なお戦後，人口学の立場から日本の移緩E誌を取
り上げた，管見の限り唯みの研究である，鈴木啓裕

「国内関発移住と海外移民J南亮三郎・上限正夫編
rs本の人口変動と経済発援J千倉言書房， 1975年が
存在するが，北海道移民と海外移民の数的把握に止

まり，人口動態や人口問題といった人口現象との関

連さえ関われていないという難点があるo

2)戦後の包本史研究に大きな影響を及ぼすことになる

8本資本主義論争の発端といえる fフ。チ・常国主義む
論争で，高橋理主Eぎが単純に土地面積と人口とを対比

させ，日本の領土獲得を非帝密主義的であると主張

題への貢献が否定される。しかし戦前当時から

どれだけの人口が植民地へ向かえばよいのか，

裏返すと日本本国の適度人口はし、かほどか，と

いう議論を欠いたまま「少なさJが主張されて

きているのである。また後者は，人口問題があっ

たこと自体を否定するために， 1920年代後半か

ら志く社会に共有された過剰人口意識とそれへ

の対策という事実自体を無視することになった

といえよう。

従来の日本の移植民史研究では個別の地域の

移民の分析に集中し， しかも地域的にも北米・

したことに対して，猪俣津南雄，野呂栄太郎から厳

しい批判が寄せられ，そこから猪俣と野呂の院での

論争へと発展し，資本主義論争へと続いていくなか

で，人口問題自体を論議することは日本の帝国主義

的行動を擁護するものとされたことがこうした状況

の原因であろう。その結果『日本資本主義発達史講

座』では人口問題が f権力側の中国侵略を擁護する

弁護論的性格を持っている」ゆえに独立したテー?

として取り上げられていないが，そのことを高く評

価する見解(安良城盛昭「人口史研究における理論

的諸問題J社会経済史学会編 F経済史における人口』
慶膝通信， 1969年)も存在する。もっとも昭和初鶏

には過剰人口の把援をめぐって経済学界でも人口問

題は大きな関心事となり，数々の経済学者が議論を

行った。なかでも有名なのが高田保馬と湾上塗との

腐の論争である。高田は有名な「産めよ殖えよ」

cr経済往来J第i差是第5号， 1926年。後に F人口と
貧乏』日本評論社， 1927年に収録)と題する文の中
で，人口問題とされている生活難は，第l次大戦中

に生活水準が上昇し，生活費が不栢応に高くなった

ことによってもたらされたものであって，人口増加

はなにも問題でなく，かえって将来予想される出生

率減少への対策がとられるべきだと主張した。一方
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南米・満州に集中する傾向があった。そのよう

ななかで日本における移植民の動向の全体的把

握を目指した研究が数少ないながらもあった。

小野一一部・正田健一郎・橋谷弘・木村健ニ各

氏の研究3)である。しかし各氏ともそれまでの

移植民の流れが満州移民の成立によって方向が

変わると述べているにもかかわらず，その際の

転換がどのように行われたのかについては十分

な説明をしていない。 B本で人口問題が深刻化

した1920年代後半には，日本の領有していた台

湾・朝鮮の 2大植民地ではそれを解決できず，

海外移民の制限により満州移民へと向かう，と

いう鴎式だけでは近代日本における移植民の流

れを必ずしも説明しきれないであろう。実際は

湾上は F人口問題批判JJ菱重文閣. 1927年 cr符上肇
全集j第15巻，岩波書}苫. 1983年)にまとめられ

ることになる諸論文 cr資本主義末期のー症状と
しての人口過剰のうめきJr社会問題研究J73間，
1926年;r鈴木文治氏の人日制限論(人口問題批判
拾遺のー)Jおよび「生活難の事実を言葉の上で否

認することにより之を解決せんとする，高随，気費

二博士の意見(人口問題批判拾遣のニ)J.二文とも
『社会問題研究J74官官. 1926年)において， マルク
ス約な粉対的過剰人口論に薬つ、いて，資本主義の廃

絶以外に人口問題解消の方法はないと反論した。こ

うした人口論争についての各論者の見解や主要文献

については南亮三郎 f人口論発展史j三省堂書信，
1936年を参照のこと。なおこのような人口問題への

関心は経済史研究にも影響を及ぼし.r経済史研究』
第7号(1930年)は了人口食糧問題の研究」という

特集を組んだ。しかしそこで研究の対象となったの

は前近代にとどまり，近代日本経済史研究iこまで波

及してくることはこの点からも少なかった。

3)小野一一郎・前田昇三「臼本の移民問題Jr経済評
論』第4巻第8号(1955年8月小野一一郎「臼

本の移民問題Jr国擦移住J第l号(1958年12月
悶 f移民現象にあらわれた母国主義Jr歴史公論J
第5巻第1号 (1979年 1月) ; iE!B鍵一郎 rs本資
本主義と移民H士会綬済史学会編 F社会経済史学会
創立50湾年記念社会経済史学の課題と展望J有斐
閣.1984年;橋谷弘 f戦前期東南アジア在留邦人人

口の動向Jrアジア経済J第26巻第3号(1985年3
月木村健二「近代臼本の移植民研究における諸

論点Jr膝史評論J513号(1993年l月) ; I可「日露
戦後海外農業移民の歴史的位置」安孫子麟編著『日

本地主指!と近代村落』轟IJ風社. 1994年。

必ずしもその流れだけではなく，それ以外の小

植民地が人口問題解決への寄与を期待され，ま

た同時にその小椋民地の側も移民受入政策を本

格イヒさせるという動きがあったのである。こう

した制面への無関心が，戦後の植民地研究の3

大植民地(台湾・朝鮮・満州、1)への偏りを生む

原因となったといえよう O

さて日本の植民地研究は近年活発になってき

たものの，そのなかで樺太は研究の少なさが指

揚4)されている。その理由として，以下のこと

が考えられる。戦後の日本における植民地研究

は「常国主義史的視点と開発論的視点とが並存・

混在しているJ5)とされる。前者の掘点では翼

民族支配と収奪の実態のあり方に強い関心が寄

せられることになった 6)。しかしこのような視

点では樺太は植民地から抜け落ちやすいわけで

ある。一方日本の椋民地支配の経済面における

特徴を「居住植民地と投資植民地の中間形態J
に求める有力な見解7)に従えば，樺太は先住民

4)金子文夫編「戦後日本植民地研究史j大江志乃夫他
編 F岩波講座近代日本と植民地J第4巻.1993年，
315賞。なお同講座においても樺太がまったく取り

上げられていないことに対する凋部牧夫，松井憲明

両氏の批判がある(凋部牧夫 f書評『岩波講座近
代日本と植民地』全八巻Jr年報・日本現代史』倉IJ
刊号，東出版.1995年.266頁;松弁護明「サハリ
ン・機太史研究の奨励のためにJ樺太毅原会F鈴谷J
第17号. 1999年10月. 45~)。

5)金子編「戦後日本植民地研究史J292真。
6)戦前植民地研究の第一人者であった矢内原忠雄が，

その「形式的植民」論において評価されるのも戦後

の研究の流れであるといえよう。しかし矢内線自身

は植民現象を政治的従属関係を重視する「形式的植

民Jより，むしろ社会群の移伎に伴う社会的経済的
活動を重視する「実質的植民Jによって捉えるべき
ことを主張していたのである (r植民及横長政策J
F矢内原忠雄全集』第l巻，岩波警底. 1963年. 26 
頁)。植民地研究も「実質的緩民」を考慮して行わ

れるべきではないだろうか。この点lこ関して村上勝

彦氏は「ヒトの移動に強い関心を寄せ・-労働力の額

際的移動与を経済学体系に取り込もうとしたj矢内原

の問題意識を継承すべきことを主張している(村上

勝彦「矢内原忠雄における梅民論と纏民政策j大江

他編『近代日本と植民地J第4巻. 232~)。

7)金子文夫「第一次大戦後の対植民地投資Jr社会経
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族が少ないために居住植民地的性格を強めてい

くことになったといえるが，後者の開発論的視

点で「提示された論点は依然搾取・投資型横民

地向けで，移住型植民地の分析に関わるものは

ほとんど認められないJ8)のである。さらにこ

の視点の背景には韓国・台湾がN1 E sとして

発展していったという事実があると思われるが，

戦後ソ連領となり，その後も鎖国状態に置かれ

「多くの日本人の視界から…姿を消したJ9)樺太

にはそうした視点からの分析が活発化すること

もなかったのである。以上のような理由で樺太

研究は不活発な状況になっているが，樺太の史

的研究の擦にはその強い居住楠民地的性格を問

うことに意味があるだろう。

各植民地が有していた居住植民地としての性

格への関心が薄れることになった結果，各植民

地へ移住していった臼本人の活動についても研

究が活発であるとはいえない状況が長く続いて

きたが，近年ようやくこれが克販されはじめた

といえよう 10)。そもそも人の移動は「植民地を

考えるうえで最も基本的な問題のうちの一つで

ある」叫以上，この問題を無視するわけにはい

かないのである。このような人口移動への関心

をもつことによって，小植民地の果たした役割

も正当に評価されるのではないだろうか。

以上のように，人口問題とそれへの樺太の対

応を検討することは，移民の大まかな流れしか

明確にされていない日本の移植民史研究にとっ

ても，また日本人農業人口が大きな比率を占め

済史学第54回大会特集号共通論題 日本資本主

義と植民地j第51巻第6号 0986年3月)， 17]{， 

19頁の注9;石井寛治「問題提起Jr社会経済史学J
悶号， 11頁。

8)三木主主史「移住君主績民地樺太と壊原の市街地形成」

F人文地理J第51巻第3号 0999年6月)， 2真。
9)松井「奨励のためにJ44真。
10)著作に限れば，木村鍵ニ F在毅日本人の社会史j未

来社， 1989年;波形1ll1--編著 F近代アジアの日本人
経済団体』同文館， 1997年，柳沢遊『日本人の植民

地緩験J青木警庖， 1999年などがあげられる。

11)高鋳宗可「第5巻 まえがきj大江{也編『近代日本

と横民地』第5巻，岩波書!苫， 1993年 v真。

たという特徴をもつにもかかわらず汽林業に

しか関心が向けられてこなかった樺太史研究に

とっても意義を有するものとなるだろう。

そこで以下の考察では次の諸点に留意する O

第 1!こ1920年代後半から日本で重く受け止めら

れた人口開題とそれへの対策の整理・検討であ

る。先述したような理由によって人口問題自体

が研究史上あまりとりあげられたことがないた

めである。本稿では数少ない先行研究を利用し

ながら，人口問題とそれへの対策が移植民史上

もった意味を考えていくことにしたい。第2に

1920年代からの樺太の農業移民政策の変化およ

び樺太拓殖を進める動きの背景についてである。

従来樺太研究は北海道との関係でのみ論じられ

ることが多く，日本の植民地の中で担った役割

という視点からの検討は少なかった。人口問題

とそれへの樺太の対応の検討はその視点からの

ものである。しかしこの尽本本盟側の条件だけ

では樺太における農業移民政策の変化および樺

太拓殖を進める動きを説明しきれない。律太翻

の条件をもあきらかにすることで， 1920・30年

代の樺太を考察する擦の手がかり安考えること

にしfこL、。

2 人口問題と人口食糧問題調査会

2 -1 8本人口問題の流れ

ここで日本の人口問題の推移を需患に振り返っ

ておこうへ関盟期から日本では過剰人口意識

がもたれ，移民による解決をはかろうとする移

植民論が提唱される。この基礎には土地対人口

12) 1920-30年代後半の樺太の臼本人農業人口は20-30

%を占めた。他の植民地では南洋群島が30-40%を

占めていたのを徐いて，1桁台しか占めていなかった

(若機泰雄 F新版戦後引揚げの記録J時事通信社，
1995年， 19-22頁，金子文夫「対外経済膨張の構図」

原期編『臼本の戦持経済J東京大学出版会， 199現
178-179]{ ;高橋泰隆「第一家戦前における日本

人の海外進出Jr昭和戦前綴の農村と満州移民J吉
川弘文館， 1997年)。

13)以下の記述は，大潟寛・森岡仁『経済人口学J新評

論， 1983年， 186-191]{による。
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表1 出生率・死亡2鮮の推移 (1921~1940年)

単位ー児。

13.21 15.21 13.81 11.8 

出所)総務庁統計局編『日本統計年鍍Jより湾引。
原表の出所は厚生省大E長官房統計情報部人口動態統計課 F人口動態統計』各年版。

の不均衡を室閣の原因とみるマルサス的人口論

があった。これは日本経済の海外進出と結び、つ

くことで，軍事的海外進出のための手段と化し，

軍事力強化のためにより多くの人口が必要とさ

れ， rマルサス人口論を基礎にした人口増加政
策という二律背反的な道J凶を歩んでいく O し

かし，第1次大戦後の米価高騰と米生産増加頭

持ちとを背景に1918年に米騒動が引き起こされ

ると， ここにおいて人口対食糧という具体的な

形での人口問題が議論されることとなる O また

移民政策も以下にみるように転換を迫られるこ

とになる。 1924年のアメリカ合衆国が排日移民

法がf制定されることにより，それまでさかんに

行われていた北米大陸への移民が制限され，南

米大陸へと方向を変えることとなったが，ブラ

ジル移民も1934年以緯制限が加えられ，過剰人

口対策としての海外移民も不可能となってし吋。

さらに昭和恐慌期に失業者が増加し，人口対食

糧という形での人口問題が1920年代末に海外か

らの食料輪入によって解決されるようになると，

かわって人口対職業という形で人口問題がとら

えられるようになった。このように，第1次大

戦後の日本の人口は，内外において行手を閉ま

れる形となって，由民の間にも過剰人口に対す

る危慎の念が急速に高まり， 1920年代後半に人

口問題として広く認識されることになった。

14)向上書， 187頁。

以上は人口学の立場からまとめられた日本の

人口問題の推移である。ここで人口問題意識に

ついて整理しておくと， r土地対人口Jという
開国以来の意識が，米騒動を期に「人口対会糠J

へとかわり，食糧問題が解決されることと昭和

恐喋の影響で，今度は「人口対職業」という

識へかわったと理解されている。たfご注意した

いのは，食糧問題は実際には「外米依存を排除

して植民地米依存に立脚する食糧供給構造が形

成J15lされることで解決されたということであ

るO 人口学的見地で「海外jとされてしまった

食糧供給地を植民地として捉え践した場合，上

述の人口開題の推移は修正される必要があるだ

ろう。その修正については第4節で試みること

にしfこL、。
次に表1で人口動態の面から人口問題に接近

することにしたい。 1920年に最高水準に達した

出生率はその後緩やかに抵下してLぺ。一方死

亡率は1925年に急激に低下する。翌26年には出

生率が微減にとどまる一方で死亡率の低下が進

み，年自然増加数が最高の94万人となり，自然

増加率は過去最高の15.5見。となった。前年の自

然増加87万人に続くこの事実があきらかになっ

た時から，にわかに人口問題が浮上することに

なった。しかし出生率は上昇し続けたわけでは

15)大豆主主因稔『近代日本の食糧政策Jミネルウ。ァ書房，
1993年， 251真。
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表2 失業率の推移 (1925年. 1929~1939年)

単位:%

出所)1925年の数億は内閣統計局『失業統計調査報告J1925年. 1929-3百年の数績は内務省社会局・浮生省労働部「失業状況推定月報概要jによる。

ともに労働運動史料委員会綴『臼本労働運動史料』第10巻に収録. 190-191貰. 198真。

注 1925年の数鑑は問年10月1日現:tEで留勢謁査と間特に内閣統計局が全国主要24都市とその付近の地域で行った失業統計調査によるもの。給料

生活者，労働者，臼僚労働者の失業率の合計。

192宮年からの数億は失業者推定数によるもの。給料生活者，日傭労働者，その他労働者の失業率の合計数億。

1926-28年は調査なしのため，空機とした。

なく，長期的には減少していくことになる。

出生率・高死亡率の多産多死裂から抵出生率・

低死亡率の少産少死型へと人口の構造が変わっ

たのである。その画期と考えられる1925年頃は，

死亡率が出生率に先行する形で低下する局面iこ

入ったという意味で人口転換の第一局面と L、い

うるものであり:ぺそれによって人口成長がも

たらされたのである。また表2によると失業率

は30--31年は 5%台を推移し， 6%台に達する

のは32年からである。糧性不況や昭和恐慌で失

業等による生活難が続くなかで，人口転換によ

る人口増加が生じたために，生活難を一層強め

るものとして問題化したのが人口問題であった

といえよう。

16)斉藤{彦氏は，臼本における人口転換の特徴を「南大

戦間期における変化の開始も死亡・出生両サイドで

同じ時期に起こったのであるから，日本における人

口転換は，古典的騒式が想定したように段階を追っ

てではなく，死亡・出生カの転換が同時に， しかも

一挙に進行した」と説明している (f人口Jfllilll俊
作・尾高爆之助・斉藤修編著 ~B本経済の200年J

日本評論社.1996年.49頁)。本稿ではその点につ

いて詳しい考察は行うことはできないが，古典的図

式通りであろうと，同時・一挙進行であろうと，死

亡率の低下が出生率の低下よりも急であったことが

自然増加数の増加をもたらしたことには変わりはな

いといえよう。なお人口転換においては出生力低下

の始鶏と終期は，出生率が30%0で臨界的水準，この

大台を割って持続的に下降傾向に入った特が始期，

20売。台は低下の途中，そしてこれを切ると終期が近

いとされる。日本で、は30協を割るのが1938年.20%0 

を切るのが1955年とされている(大獄他 F経済人口
学J61-62J![)。

2-2 人口食糧問題調査会

この問題に対応するために，第 l次若槻礼次

郎内閣(1926年 1月--1927年4月)下で人口食

糧問題調査会が設置され，次の田中義一内閣

(1927年4月--1929年 7月)および浜口雄幸内

閣(1929年 7月--1931年 4月)においても継続

運営された。調査会は人口部と食糧部とに分か

れ，それぞれ人口問題対策，食糧問題対策を答申

した。その答申は前出控2でふれた人口論争に

関連して多くの著作を出している植員学者の矢

内原忠雄の議論に親和的である。矢内原は人口

問題の解決を，マルサス理論の有効性を認めつ

つも「国内的に止まらずまた国際的に営利的競

争主義の経済組織が変事せらる'>J17)ことに求

めている点で他の論者とは異なるが，当面する

問題の対策については，移植民，産業振興など

を積緩的にすべきという立場であった。彼は調

査会に関与してはいなかったが，その議論は調

査会が出した答申と大きく変わるところはない

ものであった。調査会の答申は考え得る対策を

17)矢内原忠雄「人口過剰論J~植民政策の新慈謁J

(~矢内原忠雄会集J 第 1 巻，岩波書底.1963年. 658 

頁)。本論文は人口問題について矢内療が初めて書

いたものであり，その後の多くの論文の原裂ともい

える。特に人口問題の解決を帝国主義の止揚立国家

的営手IJ.:t義の廃止，搾取約支配の排除，独占約排他

競争の撤廃という「機長政策の新基調Jの中に位震

づけているという点で象徴的な論文であろう。なお

彼の人口問題に衡する諸論文は『全集』第 2巻

(1963年)収録の『人口問題J.および『全集』第4
巻 0963年)収録のF帝国主義研究Jと「論文上」
にまとめられている。
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広く取り入れていたものといえよう。

このうち人口部の答申としてあげられたのは，

①内外移住方策，②労働の需給調節に関する方

策，③内地以外諸地方における人口対策，④人

口統制に関する方策，⑤生産力増進，@分配及

消費に関する方策，⑦人口問題に関する常設調

査機関設護，⑧社会省設置と広範囲にわたるへ

このうち本稿の問題に関わる①③に眼定してみ

ていくことしたし、。

この答申での移植民の位置づけについては，

Q)での「移住拓殖ハ人口問題解決ノ為ニ直接多

クヲ期待シ得ベカラズj闘という文書から，消

極的であったとの評価がされているがペ ここ

で注意したいのは，その評価が妥当するのは，

単純に人口を減らす手段としての移植民に対し

てであったということである。先述したように

食糧問題が擁民地を含む帝盟国という形で解決

されていくことに象徴されるように， もはや本

国と植民地とを一体のものとして人口問題を考

えざるをえない状況になっていた。答申で植民

地自身の人口問題や朝鮮人の内外移住(特に満

州移住民)についてまで言及せざるをえなかっ

たのはそのためである。したがって従来過剰人

口対策として奨励されてきた移植民は， もはや

帝盟題としてみれば域内移動にすぎず，人口減

少にはつながらない，という認識がもたれるこ

ととなったのである。かわりに帝国内での生産

力増加という役割が移植民には期待されること

となった。先の答申の文言の直後に「ト難モ，

園ノ内外ヲ関ハズ天然資源ノ間諜，生産力ノ極

養，企業及努働ノ移動性増進ノ上ニ於テ一軒築

タルヲ失ハズJ20 と続くのはその表れである。

18)人口食糧問題調査会『人口食糧問題調査会人口部答
取説明J1930年， 153~ 164賞。なお①での内外移植
民に関する行政事務の統ーは拓務省の設立として，

⑦については人口問題研究所の設立として，⑧は厚

生省の設立としてそれぞれ実現される。

19)向上書， 153頁。
20)加瀬和俊「経済政策J1920年代史研究会編 n920年
代の日本資本主義』東京大学出版会，1983年，388頁0
21)人口食糧問題調変会『人口部答申説明J153頁。

これを植民地の役割に絞ったのが答申の⑤であ

る。そこでは再度朝鮮・台湾の人口問題につい

て述べて両植民地への植民の閤難牲を説くと伺

時に 5つの植民地の生産力増進面での貢献の

必要性をも説いている。このうち特に重視され

たのは「朝鮮ニ於ケル食糧増殖計輩並ニ棒太拓

殖計量ノ促進完成ヲ期スルJことであったmo

これは朝鮮では農業移民を送り込むことなく食

糧増産をはかることを，また樺太では農業移民

を送り込まなくては拓殖が進まないということ

を意味していた。つまり食糧面では朝鮮，人口

面では樺太をそれぞれ重視することが明確にさ

れたといえよう。

さて本稿ではこの人口問題を契機として様太

に求められた役割に控自をしている。節を改め

て考察することにしたい。

3 樺太への期待

3-1 農業移民受入地としての樺太

まず日本の植民地の農業移民受入地としての

状況を確認することにしたい。台湾は領有当初

から日本人農業移民が低調で，この時期にもほ

とんどなかったといってよい。朝鮮への東拓移

民を主とする農業移民も1920年代に減少し，人

口問題が議論されていた時期にはほとんど受け

入れる余地もなくなっていた。関東列、i・満州は

まだ農業移民受入地としての役割は低かった。

しかし日本の全植民地が受入の余地がなかった

わけではない。向時期に南洋群島・樺太におい

て農業移民受入が増加していくのである。南洋

群島では1920年代の南洋興発株式会社の設立と

製糖業確立とによって農業移民が増加し，日本

人農家数が増加していくのであるヘ

だがこれよりも多くの農業移民を受け入れて

22)向上書， 157頁。
23)安部淳 fi'海洋庁の設置と国策会社東洋拓嫡の南進」
F愛媛経済論集J第5巻第2号(1985年高村聡史
「南洋群島における鳳梨産業の展開と f南洋庁移民11
留謬院大撃大学院日本史学専攻大学続会『史学研究

集録』第23号 (1998年)。
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表3 各植民地臼本人農業者戸数C1922~38年)

単位:戸数

年 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 

樺太 5，551 7.354 8.794 9，625 9.591 9，925 9，678 9.571 9.570 

車耳鮮 10.102 9.542 9.327 9，470 9.844 10.300 10.338 10.390 10，505 

関東州 140 142 998 1.071 1.245 1.056 1，169 942 

海洋 1.062 910 1，030 i 1.647 1，935 

満州

年 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938 

様太 9，953 10.759 11.027 11，む27 11，628 11，445 10.811 9，325 

朝鮮 10，827 11，439 9，025 8，702 8，419 8.031 7，637 7.329 

関東州 1.347 1.721 1，628 406 435 417 398 403 

南洋 2，448 2，156 3.075 2.958 3.870 3.598 4，549 5，494 

満州 471 820 1，016 1.580 3.319 4，296 14，642 

出所)朝鮮・南洋群島はn石務統計J昭和6年版， 40賞;同昭和8年版， 86頁;悶昭和13年版， 75頁より
作成。
関東州は1933年までは向上より作成。 j蔚鉄F付属地も含む。 1934年以降は関東局「関東局統計審J各
年版より作成。
樺太は樺太庁長官今房調査当主『明治問十年乃至昭和六年様太庁累年統計表J;樺太庁編「樺太庁統
計審』各年版より作成。
満州は満州国通信社 F満州関拓年鑑J康徳9年(昭和17年)版， 165真。

注) 台湾は民族別農家戸数が不明なので残念ながら本表に揚げられなかったが， 1930年の日本人農業人
口は4，738人である(台湾総督府『昭和五年国勢認査結果表全島編ム 230-231頁)。様太も民族別
農家戸数が不明であるが， 8本人が全島人口の90%以上だったので，農家をすべて臼本人とみなした。
空機は数億を明らかに出来なかったことを表している。

いたのは樺太である。表3から1938年の満州、i移

民本格化以前には擦太は日本の植民盟の中で最

大の農業移民吸収地であったことがわかる。ま

た前出往12の通り，各植民地と比べて樺太の臼

本人農業人口の割合は大きかったことが指摘さ

れており，表4のように産業別戸口で農業が最

も多い状況が1938年まで続くことを考えると，

樺太における農業移民の重要性は高かったとい

える。

3-2 樺太農業移民政策の変更

棒太への農業移民は，日露戦後の「一斉的農

業移民政策の一環」担)として，樺太領有臨後の

1907年から始まった。領有直後から1940年まで

の全期閣を通じて自由移民制度25)が採用されて

いる。そのうち1925年までの期間は補助が消極

24)木村「歴史的位置J150頁。
25)機太における農業移民制度には①自由移民，②指定

移民，③集毘移民の3つがあった。①は自由に入植

地を決定できるものの補助が薄い，②は入植地を指

的であり，木材目当ての土地貸付も多かったた

め不振に縮っていた。これを解消するために

1926年から27年にかけて補助の厚い指定移民制

度が併用されるが，予定戸数の半数にしか達し

ない状況であった。

農業移民制度が再度変化するのは人口問題が

契機であった。その解決に貢献することを求め

られた各槌民地は， 1927年にそれぞれの槌民地

政庁が人口食糧問題調査会において問題への寄

与策を提出した。このうち樺太庁は樺太の農耕

地を約47万 ha，収容人口は約30万人目)と見積

定され，その中の先住農家との均衡をはかるための

補助金300円を支給される，③は毎年300戸限定

0934年からは毎年150戸)で，施設の完備した入緩

区画に集図的lこ入梅し， 300円の補助金と，人権前

に官営の立木伐採・抜襟(切り株の徐去)・開墾を

受ける，という特徴がそれぞれあった。

26)毅鮮総督府，台湾総督府，樺太庁，関東庁及南洋庁

調査『人口問題ニ関スル方策/参考案J1927年，
128頁。なおこの数字は農耕適地を過大に算定する
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表4 樺太の産業完IJ戸数 (1925~40年)

主手 1925 1926 1927 

農業 8，378 8，564 9.030 

水産業 4.493 4.772 5.053 

鉱業 593 773 854 

工業 3.698 3，921 4.314 

商業 6，205 6，684 7，646 

交通業 1，550 1，611 1，972 

公務・自由業 3.679 4，053 4.283 

家事

その他 8.384 10，579 10，932 

無業 422 283 234 

査手 1933 1934 1935 

農業 15.291 14.881 14.438 

水産業 6.237 5.961 5，870 

鉱業 2.331 3.262 3，374 

工業 9.214 9.842 10，421 

商業 12.443 12，681 11.658 

交通業 3，521 3，872 4.425 

公務・自由業 4，945 5.000 5.292 

家事 159 193 185 

その他 4.459 4，857 6.082 

無業 464 460 688 

出所)様太庁編 F様太庁統計書J各年版より作成。
注)家事の項目は1930年から加わる。
農業には林業，畜産業なども含まれる。

もり，樺太で生産できる各種島産麦類・馬鈴薯

の食糧品としての利用の促進をもって2九人口

問題および食糧問題への樺太の貢献策としてい

る。また詞時に調査会幹事がまとめた参考資料

ことで， 1反容可能農家人口も多く算出されていた

が，農耕適地に含める傾斜地を20度以下から15度

以下にするように樺太妬嫡調査委員会において答申

され，その結果農耕適地は約36万haIこ，収用可能

農家人口は約20万人に修正されたげ様太拓殖調査

委員会答申及説明書第一部(農業，牧畜業，植民)j

1933年， 33-34頁)。

27)紛鮮総督府，台湾総管風機太庁，関東庁及F海洋庁
認遊 r食糧問題ニ関スル方策ノ参考案j1927年，
154-155賞。

単位.戸数

1928 1929 1930 1931 1932 

9.454 9.690 11.049 11.251 14.504 

5.312 5，404 6，117 6.312 5，906 

1.429 1.446 1，780 1.666 1，692 

4.567 5，628 7.031 6.649 8.555 

8.961 9，036 9，605 9.460 12.263 

2.214 2，088 2，594 2.621 3.451 

4.880 5.614 5.825 5.769 4.844 

271 299 353 

11.431 11，803 12，318 12.335 5.775 

312 590 881 980 559 

1936 1937 1938 1939 1940 

14.348 13，259 12.433 12.270 12.244 

5.930 5.703 5.316 5.805 5，804 

4.149 5，383 8，158 12.373 13.387 

10.485 10.702 11，113 11.794 13.066 

11，060 11.077 10.340 9.868 8，732 

4，058 4.205 4.563 5.269 5.046 

5.412 5，476 5，700 6，627 6.873 

261 213 218 281 283 

6.303 6.488 6.627 6.163 5.998 

713 843 920 1.358 1.343 

においては，

fC関東州一引用者〕其ノ他ノ阻殖民地ニハ
何レモ移民事業行ハルト難モ，此ノ中南洋群

島へノ移民ハ，目下沖縄鯨人，小笠原島民等

ヲ主トシ，又豪湾ニ於テハ，嘗テ非常ナル努

力ヲ以テ内地移民ノ招致ニカメテ椙嘗ノ効果

ヲ翠ゲ，旦将来尚多少内地移民収容ノ余地ナ

キニ非ザルモ，之ニ多キヲ期待スルコトヲ得

ズ。更ニ朝鮮移民ニ至リテハ，過去ニ於テ東

28)人口食糧問題調査会幹事 f人口問題ニ隠スル認査項

日及之ニ対スル方策/参考案j1927年， 57][。
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拓ニ依リ栴首ノ成績ヲ翠ゲタリト難モ，朝鮮

統治其ノ偽ノ関係上，今後ノ朝鮮移民モ亦到

底多大ノ護展ヲ期シ難キガ如シ。要スルニ，

我ガ五殖民地中将来ノ移民間題ニ関シ，相嘗

ノ標値アルモノノ¥濁リ樺太アルノミ」却)

という認識が示されている。すなわち， 1927年

の段階では人口問題に関して台湾・朝鮮への農

業移民による解決はもはや期待されておらず，

植民地のなかで樺太だけが解決に寄与できる場

所として期待されていたのである。

こうした認識は政策担当者だけに限られたも

のではなかった。先にあげた矢内隠は1927年夏

に北海道・樺太調査旅行で樺太に立ち寄った擦

に 2つの講撞をしている。そのうち「人口問

題」と題された講槙では，目下の人口問題を論

じながら，樺太の貢献について述べている。植

民地への移民，および植民地からの食料供給は

人口過剰の援和に多少役立つとして，植民地の

人口問題に対する貢献を説いた後， r樺太は同
じ殖民地にしても朝鮮・ とは異なる。土人

の自覚に依り騒ぎを起す如きはないのである。

純日本人の手に依って新日本を建設するのであ

るから自由立派な新日本を建設出来るのであ

るJ釦と 2大植民地とは異なる樺太の役割，す

なわち拓殖による新社会建設が可能な地である

という点を強調している O

このように1920年代後半の様太は拓殖を進め

うる地として期待されていたことがわかるだろ

うO 樺太庁もそれに応えるべく一層の開墾，農

業移民の受け入れ，鳥産農産物の食糧品として

の利用促進という方針を打ち出し，農業移民政

策が変化することになった。そして登場するの

が1928年から導入される集団移民制度であっ

29)矢内原忠雄「人口問題JC二)r様太教育J第5巻第
5号 0929年)， 20頁。この講演の前半部分は F樺
太教育』第4巻3・4号 0928年)に掲載されている。

矢内原の樺太での2講演は全集未収録で，存在を知っ

て以米講演記録を捜していたところ，北大大学院教

育学研究科の池田絡子氏に本講演記録の掲載雑誌を

こ官教示いただいた。なおもう…つの「穣民政策上よ

りみたる台湾と樺太jは，まだ発見できていない。

fこへこうして樺太の拓殖を進める動きが本格

化してくるのである。

4 人口問題と移植民

4 -1 人口問題への対策

この人口問題に対する政党勢力の政策構想、を

分析した小林道彦氏の研究によると，満州の資

源開発を臼本の工業化と結び、つける「産業立国

主義」をとった立憲政友会の田中義一内閣では

植民地経営が人口問題解決の手段として意識さ

れていた。一方憲政会の主張は移植民・開墾と

いう「対症療法Jにとどまっていたが，民政党

結成後は世界貿易と工業化を通じて人口問題を

解決しようとする「構造改革J路線(=金解禁

政策)をとるようになったという。しかし世界

恐慌により経済政策が崩壊し，さらにアメリカ

の日本人移民排斥と満州に対する門戸開放正力

と張作諜爆殺以後の中国の利権国復運動とが相

乗的に作用することで， r満蒙は日本の生命線」
路線に説得力が与えられ，日本国民の満州事変

の熱狂的支持へとつながっていくと指摘されて

いる刊。小林氏のこの研究は人口問題を正面か

ら扱っている数少ない研究であるが，政治史の

観点から政策構想のみをとりあげたものであり，

実擦の人口現象や人口対策といった人口学的な

側面には言及されていなし、。そこで小林氏の構

図を利用しつつ，以上述べてきた人口問題への

諸対策を整理してみよう。

そのために南亮三郎氏の「経済的生活空間J
論却を援用することにしたい。

〈土地 x(資本〉
人口

〈生活水準〉

という考えである。この議論の前提には「人間

30)集留移民裁の農業移民政策と農業生産の動向とにつ

いては始稿 f檎民地樺太農業の実体Jcr社会経済史
学j掲載予定)を参熊のこと。

31)小林道彦「人口問題と大経政策J伊藤之雄・)11回稔
編著 F環太平洋の国際秩序の模索と日本J山)11出版
社. 1999年.219-220頁。

32)南亮三郎「日本人口と綬済』千倉書房. 1972年. 40 

-42頁。
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生活の根本前提としてのく土地〉が耕作され

てJ田)いる必要があるとの認識があり， I社会の

金生産物に対する国民の実際的分け前」刊を内

容とするく生活水準〉を軸にすることでく総人

口における過剰人口〉国)を問題とする見方であ

る。ここでいう〈生活空間〉とは，その国の領

有しまたは自由になしうる土地の広さによって

規定される，人口の生活する空間であるOそして

く土地〉とは単純に土地面積を意味しているわ

けではなく，ある広さとある品賓とを意味し，さ

らにその品質とは土地そのものがもっ豊能さと

資源の大小とを意味している O しかしく生活空

間〉は天与の諸条件によってのみ限定されるわ

けではなく，人間の力と工夫とで「天与の土地

の開発とその襲鰻さの改善を行いそれを拡

大することができる。この要素をく技術〉ない

しく資本〉と称している O つまり一国人口の

く生活空間〉は単なる自然的，物理的な条件の

みで規定されるのではなく， <土地〉とく資

本〉の複合体によって規定される，と考えるの

が「経済的生活空間J論である。別な表現では，

〈土地〉とく資本〉とは「国民食糠の供給能力

と獲得能力 ということでもある O ただ南氏

はこうした考え方を提示したのみに止まり，こ

の議論を思いて日本の人口現象を説明すること

はしなかった。しかしマルサス的人口論の影響

で， I土地対人口JI人口対食糧」と意識されて

いた人口問題とそれへの対策の変遷を説明する

のに， この議論は有効であると思われる。

さて，この議論に従うと〈生活水準〉が分母

の人口の増加によって抵下したと考えられるこ

と， もしくは一定のく生活水準〉を維持するに

はく土地〉とく資本〉に対して人口が退剰であ

ると考えられることが人口問題だといえよう。

33)向上番， 40支。なお問書で南氏は O を日の代わ
りに用いていると考えられるが，本穏では1可警の表記の

ままとしfこ。

34)悶上警， 42真。
35)向上番， 45賞。
36)向上警， 41真。
37)向上書， 63頁。

本来は分子・分母の3要素それぞれの変動によっ

てもたらされたものが， 1920年代の日本では

「土地対人口」の視点から，分母の人口の増加

のみに原因が求められることになったのであるO

人口問題の解決，すなわち低下したく生活水

準〉を上げるための方法には以下のものが考え

られる。第1に人口を減ずることである O 明治

期以来の対策であった，単純に人口を減らすと

いう意味での移植民送出がこれに当たる。第2

にく土地〉を増加させることが考えられる。こ

の方法は「土地対人口Jという視点が強いもの

であり，先述の「対疲療法」とはこれにあたる

だろう。ただ小林氏がその内容としたものは北

海道・朝鮮の開括であるが，他にも開拓可能と

された植民地があり，特に樺太が重視されたこ

とは改めて強調しておきたい。この場合の移植

民送出は，農業移民の未墾地への入績を想定し

ておりく土地〉増加を目的としたものであった。

第3に考えられるのはく資本〉の増加である O

〈土地〉に限界があるのなら，外国貿易を通じ

て労働を工業製品の形で輸出し，他留から土地

生産物，つまり食糧安輸入するという「労働と

土地との交換J38)を選択して，工業化を進める

方にく資本〉を投入することも可能である。だ

が植民地を含む帝国間として食糧「自給」を達

成している以上，食糧輸入を自的とするく資

本〉投入は起こりがたかった。代わって「人口

対職業jという視点から，商工業振興がなされ

ていく。これはく労働力人口における過剰人

口〉舶を問題とする視点である。この視点では，

本来「総人口中の特定賠層j40J である労働力人

口の過剰のみが人口問題として考えられること

になり， I土地対人口JI人口対食糧Jというマ
ルサス的人口論の影響を受けた意識から税却す

ることを意味している。代わって資本と労働と

の関係を重視するマルクス的人口論の影響を受

38)向上察， 37夏。
39)向上警， 63頁。
40)向上書， 65賞。
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けた「人自対識業」という意識で人口問題がと

らえられ，その結果とられる対築が「構造改革J

路線であったといえよう。

なお小林氏の構図にはなかった方法としてく

生活水準〉を下げるという方法もある。これは

人口論争で高留保馬が強く唱えたところである。

しかし「消費習櫨叙説」刊のように生活様式に

根ざした消費は容易に変わらないことが指摘さ

れており，この方法で奨励されたような粗食へ

の切り替えという対策の実行は容易ではなかっ

たと思われる。

4 2 近代日本移植民史と人口問罷

以上のような小林氏の構関や南氏の議論を利

用して検討してきた，人口問題とそれに対して

考えられた対策および実際に行われた対策の整

理に基づいて，本稿の第2節で指摘しておいた，

臼本の人口問題の推移の修正を以下で行うこと

にしfこL、。
「土地対人口Jという視点から過剰人口対策

とされてきた，様民地や海外への単純な人口排

出は1920年代に日本人移民の制限などによって

閤難となり， くわえて大戦後の慢性不況による

失業の開題をも抱えたことで生活難意識は強ま

ることになった。こうした状況下での人口増加

であったために，生活難を一麗深刻にする問題

として大きく認識されることとなったのである。

この人口問題への対策として，移植民による人

口減少という路線をとるのは国難であった。 く

生活空鵠〉として植民地を含む常国圏が考えら

れていたことから，植民地への移民はもはや人

口減少には結び、つかないという認識がなされて

いたためである。そうした方法をとりうる地域

は南米しか残されていなかったが，これも30年

代に制限されるようになる。また出生数自体か

ら人口を減らそうとする産児制限運動は，中心

的活動家であった山本宣治らの活動が人口を軍

隊の基礎と考える官意から弾在を受けたことに

41)南亮進 F臼本の経済発媛 第2版』東洋経済新報社，
1996年， 147頁。

示されるように，圏難を極めた。 したがって，

入口を減らす以外の他の方法をとらざるをえな

かったのである。

そのため伝統的な「土地対人口Jという視点

からの「対症療法J路線を，緩民地にとらせる

こととなった。ここで様太や南洋群島という小

植民地へのく土地〉増加，つまり開拓を自的と

する農業移民が行われることになる。さらにこ

れと並行するかたちで， r人口対職業Jという
観点からの日本経済の「構造改革Jという方法
もとられていく。この路線は， r土地対人口J
という伝統的思考から脱却していく路線であっ

た。しかし金解禁政策は一旦失業率を高めるこ

とを意関していた上，世界恐探の影響も加わり，

失業率を吏に上昇させ，生活難を一層強めるこ

ととなった。それはこの路線への不満を生み出

し， r満蒙は臼本の生命練J論に説得力を与え
る1つの要国となった。しかも当時の日本に失

業に対する理論的，政策的基礎が欠けていたこ

とは，失業の原因を人口の側に求める傾向に拍

車をかけることとなった叫。その結果満州事変

は国民の熱狂的な支持を受け，さらに満州移民

が実施されるにいたる。そして農業移民の定着

をはかるために，既墾地の収奪を行い， r開拓J
と称してそこへの入穏を進めていくことにな

る制。これは帝盟醸外へ人口を排出するという，

単純な人口減少の方法が再びとられることになっ

たことを意味し，逆にく土地〉増加のための移

槌民は意義を抵下させていくこととなる。先に

42)大淵他 F経済人口学.J190頁。
43)満州においては「未利用地開発主義Jが移民実施当
初からの移民用地の淑得方針であったが，その実行
は不完全で、あり， 1941年の「満州開拓第2綴5ヶ年

計麗姿網jではその事実上の放棄さえなされた。統

耕地i反響の公認は，それまでの既耕地収奪の実状を

追認し，今後も既耕地収奪により移民の経営を安定

化させるという日約であった。 1941年4月までに農
業移民地として強権約に収奪された土地は2000万

haに達し，うち妓耕地は17.8%の351万 haであっ
たとされる(浅田喬ニ「満州農業移民政策史」山田

昭次編 f近代民衆の記録6 満州移民j新人物往来

社， 1978年， 564-565頁)。
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昭和恐慌期に人口問題の把握が「人口対職業J

という形へと転換したことを述べたが， 1930年

代には再度「土地対人口Jという思考へ回帰し

たのである O

だが満州移民は，日中戦争の開始によって引

き起こされる労働力不足によって実現が国難に

なってしぺ。はからずも経済構造の改革がなさ

れ，人口問題は霧散していくのである。しかし

満州移民に軍事的利用価値を見いだしていた関

東軍は新たな人口問題の論理を持ち出してくる

ことによって，満州移民の一層の強化をはかっ

た。それが「農家適正規模」論である。これは

「土地と農家数(人口)とを単純に比較して土

地不足状況と『過剰農家J数を把握し，これら

を解消する唯一の方法が，ほかでもなく満州移

民であるという見解Jで， I各町村部に『黒字

農家J= r適正規模農家J数を算出し，この戸
数をオーバーする農家数を「過剰農家J数とし，

そして，この「過剰農家Jをすべて満州へ送出
するjというものである叫。こうしてより土地

対人口の視点を強めたまま終戦直前まで移民送

出は続けられ，日本の敗戦に伴う悲劇的な結末

を迎えることになるのである45)。

従来の移植民史研究では海外移民の制眼から

ストレートに満州移民への方向転換が説かれる

ことが多かった。しかし人口問題に注目して見

ると，必ずしもストレートに満州に向かったわ

けではなく，好余曲折の上で向かっていったこ

とがわかるだろう。こうした理解を欠いたこと

が，研究史上， この時期に新たな課題を課せら

れる小植民地への関心自体を失わせたといえる

だろう。

5 様太側の要盟

ただし樺太の柘殖を進める方向への変化が生

44)浅図書量二 f満州農業移民と農業・土地問題」大江他
『近代臼本と様民地J第3巻， 85頁。
45)満州移民の悲惨な経験は角殴房子『墓標なき八万人

の死者j中公文庫.1976年に詳しい。

表5 事華太農家の定着率 (1920~1940年)

単位戸数.%

年
機太農業 樺太農家 累計移民 定着率
移民戸数 戸数 戸数

1920 666 5，032 7.762 64.8 

1921 627 5.288 8.389 63.0 

1922 1，046 5.551 9，435 58.8 

1923 2.657 7.354 12，092 60.8 

1924 2.749 8.792 14，841 59.2 

1925 2.378 9.625 17.219 55.9 

1926 1，787 9.591 19.006 50.5 

1927 1.100 9.925 20.106 49.4 

1928 1，429 9，678 21，535 44.9 

1929 1，242 告，571 22.777 42.0 

1930 1，132 9.570 23.909 40.0 

1931 932 9.953 24，841 40.0 

1932 1.341 10.759 26，182 41.1 

1933 1，267 11.027 27，449 40.2 

1934 1.251 11.593 28，700 40.4 

1935 809 11.628 29，509 39.4 

1936 805 11，445 30，314 37.8 

1937 622 10.811 30，936 34.9 

1938 225 9.325 31，161 29.9 

1939 329 8.705 31.490 27.6 

1940 339 8.389 31.829 26.3 

出所)農業移民戸数および農家戸数は樺太庁長官々廃語審査課編 F明治
[!1l十年乃筆頭和六年様太庁累年統計表J1932年 2 伺編 F樺太庁
統計書J各年版より作成。
設)1920年の累計移主主人戸数は， 1908-20年までの農業移民戸数の

合計。以降はそれに各年絡の箆業移民戸数を足したもの。

定義率はその年の農家戸数をその年までの累計移民戸数で苦手jっ

たものo

じる背景には，以上のような日本国内の要因だ

けがあったわけではなかった。穣太個tlにも要因

はあったのである。まず樺太領有以来の主産業

であった林業での乱伐による森林資掠枯渇の危

機があった。森林資源の激減が1926年に判明し

て以降，樺太庁により森林払下げ量の「規制J

がなされていく。こうした森林資源の枯渇は，

財源を森林収入に大きく依存する様太庁に「林

政改革Jを余儀なくさせる。しかしその改革は
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木材伐採量を減少dせるものであったから，森

林収入も当然減少が見込まれ，財源自体の縮小

が予想された。この克服のためにも代替財源の

確保が目指されていくのであったへ 1934年の

樺太拓殖15ヶ年計画で明確にされるが，農業を

重視していく姿勢をこの時点から見せ始めてい

くのである。

さらに樺太の「出稼地J的性格からの脱却が

日指されたこともあげられる。これは表5のよ

うに1920年代後半で 4割しかない農業移民の定

着率の低さを強い論拠としたもので， 1928年に

雑誌『樺太』が創刊され樺太言論界がともかく

も成立して以蜂，頻繁に誌語で論じられたこと

であり， 1920年代後半の樺太において大きな問

題であった。そしてこの問題が，拓務省廃止に

伴う樺太の内地編入構想、をめぐる議論でも大き

く取り上げられてくるのである。この点を，樺

太の「内地化Jの問題を手掛かりに検討してい
くことにしたし、。

山本有造氏は日本の主要3様民地の統治法制

を比較した研究で，日本の植民地は「その原理

においては共通性をもちながら，内地との『近

接度j，植民地支配の『成熟度j，そして陸軍勢

力の『浸透度Jなどに応じて差異が生じ，また

時代とともに差異は拡大した。概していえば，

樺太一台湾一朝鮮の序列で『外地位』が強まる

(あるいは『内地性Jが弱まる)関保に配列さ
れたJと指摘している 47)。ただしこれらの植民

地の「外地性Jは固定されたものではなく，

「法制的・政治的には明自に異域 2 植民地であ

りながらイデオロギー的には内地化を標携する

という，現実と理念のく二重性〉がつねに日本

の椋民地問題にはっきまとうことになるJとさ

46)平井康-rB本植民地財政史研究Jミネルウ、ァ書房，
1997年， 226-227頁， 237-238頁。なお1920年代後

半からは森林収入だけでl年の歳F総計の30%以上，
前年度剰余金を徐くと過半そ占めることとなった

(何番， 211-212頁の表6“1)。

47)山本有迭 F日本纏民地経済史研究』名古屋大学出版
会， 1993年， 28-29頁。

れている4九このような中で樺太は「臼本への

より近接性と日本人移住者の多数性のゆえに早

くから法制的・政治的〈内地化〉が進んだjと

されるへこれにくわえて，経済的にも関税制

度と通貨制度において早くから「内地化」が進

んだことも指摘されているヘ

このように「内地性Jの強い植民地として棒

太を理解するのは山本廷に限らず広く見られる。

しかし注意しなければならないのは，樺太は

「内地化Jが他の植民地よりもすすんでいたと
はいえるが， I内地イむを進めようとすること

がそのまま樺太において受け入れられたわけで

はなく，むしろそのことに反対する動きもあっ

たということである。それが端緒的にみられた

のが1931年の樺太内務省移管問題であった。

その経過を鰐単に追ってみよう。第2次若槻

内閣 0931年4月-12月〉では井上財政の一環

として行財政整理をスローガンとし，行財政審

議会を設置して省廃合問題を検討していた51)。

このなかで拓務省52)を廃止し柘務院として内関

に臨属させること，農林・商工両省を併合して

産業省とすることがまず決定されるヘしかし

この案は倒閣の危機をもたらすほどの関係閣僚

からの反対をうけたため，産業省の実現を断念

するという政治的解決がはかられ，拓務省廃止

のみを目指すことが確定されるヘ廃止後は，

48)向上書， 60-61真。

49)向上書， 67-68夏。

50) 1942年の大東亜省設立に伴って朝鮮・台湾・様太は

内務省所管に移され，朝鮮・台湾の f準内地化jが
進んだが，樺太は1943年に内池編入されることで

「さらに一歩を先じて法制上の完全 F内地』化を完
了するJ(向上警， 57頁)とされる。
51) r東京朝日新鶴j1931年6月19日付。
52)拓務省の設置と以後の経過については，清水秀子

「拓務省設霞問題Jr歴史教育』第15巻第1号 (1967
年)を参照のこと。

53) r東京朝日新関j1931年自月10B付。
54)省廃合案を支持していた江木翼鉄道大患が辞任し，

その後任として省廃合案反対の急先鋒であった原絡

次郎拓務大疫を鉄相に据え，若槻首相が拓砲を兼任

した(向上， 1931年9月11日付)。
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各植民地は新設される桔務院に属することとなっ

たへこれにともない様民地のうち内地の事情

とあまり変わらない樺太の内務省への移管が検

討され， 12月2日の行財政準備委員会で「樺太

の特別禽計を廃して一般舎計とする件jを議論

した結果，樺太の内務省移管が決定されること

となった時。

中央でのこうした動きは，選挙法施行を求め

る樺太島民の動きと結び、つくこととなり，内務

省移管問題は機太において大きな議論を呼び起

こすことになった。この問題がおこる前年の

1930年の第59帝国議会で，樺太における選挙法

の施行についての審議がされた時に政府は植民

地の中で棒太だけに参政権を与えることは「朝

鮮，台湾在住民を刺激しその統治に支障をきた

す虞があると考えていたJ57lため時期尚早であ

るとして拒んでいた。そのため31年の内務省移

管問題は選挙法施行を求める樺太島民にとって

は絶好の機会とみなされたのである。しかし様

太では豊原町の公職者，有力実業家，有力新聞

雑誌、記者など約40名の出席をみた「内務省移管

問題研究座談会Jでの議論にみられるように，

移管賛成でまとまっていたわけではなかった。

焦点となったのは以下のようなことである。内

地人が多くを占める棒太では選挙法の施行は楽

に行うことができるとみられていたけれども，

それでは詞じ植民地である台湾や朝鮮との兼ね

55) I各植民地iこ対する総理大沼の権限は拓務省設置以

前の総理大臣の権限に復!日せしめることになり従っ

て拓務続総裁たる国務大臣は総裁としては事務官に

過ぎず宮告ij上では拓務院総裁は単に各綴民地の事務

を掌るとL、ふだけ」への変更が予定された(向上，

1931年9月29臼付)。もともと拓務大臣の権限は，

①朝鮮総督府，台湾総督府，関東庁，機太庁，南洋

庁に関する事務の統理，②満鉄，東拓の業務の監管，

③移植民に関する事務，海外拓殖事業の指導奨励に

関する事務の管理とされていた(外務省百年史編纂

委員会編「外務省の百年』上，原書房， 1969年，

1，063寅)。

56) r東京朝日新聞.11931年12月3日付。
57)檎精町去日「樺太参政権鶴題J手塚豊編著『近代日本
史の新研究vm.l~ヒ樹出版， 1990年， 196頁。

合いが開題となる。開題をなくすためには樺太

を植民地ではなく「内地jということにすれば，

つまり内務省移管を行えば，様民地開での差が

生じることもなくなり，台湾や朝鮮との兼ね合

いを気にせずに，樺太で選挙法施行を行うこと

ができるようになる。だが移管問題の根本は財

政緊縮にあり，移管が実現した場合，財政が特

別会計から一般会計へと移るため，樺太の予算

が縮小し拓殖が進まなくなるおそれも出てくる，

といったことであった則。このように樺太にお

いて移管問題は制度上の「内地化」を一層進め

ることになる選挙法をとるか，拓殖を進展させ

るために特別会計をとるかという点での議論と

して受けとめられたのである。

樺太庁も樺太内務省移管に反対する論理とし

て樺太拓殖の最優先をあげていたために， 1931 

年末の内閣の突然の交代によって拓務省廃止・

樺太庁移管問題の全てが白紙に戻った後も，こ

の問題に対して注意安払わねばならないことに

なったのである。移管問題当時樺太庁農林部長

であった岡本保三は「満足な拓嫡計輩が樹立せ

れなければ樺太はいつになっても内地同様の府

鯨になることは出来なL、。交じりけのない内地

人ばかりの樺太が朝鮮，肇湾に置き去りを食は

され，多年の宿望であった選奉法も，明け暮れ

穀し頒ってゐる代議士の選翠もいつ賓現せられ

るか遠い将来の妄想に過ぎないであろう。拓殖

計量は死力を壷くして賞現に勉めなければなら

ぬJ59lと，選挙法施行よりも拓殖の進展を優先

すべきという意見を出していたが，これは樺太

庁全体の意見であったと考えてよいだろう。

こうしてこの開題以前から懸念されていた状

況，すなわち樺太は依然、として「出稼地jの状

態から抜けされず，島民も「出稼根性jが抜け

落ちていないため農民も現金収入目当ての農業

58) r内務省移管問題研究会座談会Jr様太J第3巻第8
号(1931年8JD. 7 -12頁。
59)関本保三「樺太拓殖の姦礎観念Jr様太J第6巻第
7号(1934年7月)， 22賞。
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や冬期間の出稼ぎを行い定着牲が低い，という

状況の克服が目指されることになる。そしてこ

のような「出稼地」の状態から定着性の高い状

態，つまり植民地としての内実を固めることが

必要である，という論調が1930年代以降官民間

わず一麗強まっていくのである。それは「詰分

の間粗食に甘んずるとL、ふ事と，樺太で死ぬと

いふ事」剖)という農民の生活態度の実現を求め

る姿勢が強まることでもあった。こうして制度

揺での「内地化Jが進んでいた樺太では，拓殖

を進めることで樺太での生活を内地同様のもの

としようとする，実態詣での「内士酸化」が課題

となったのである。つまり実態面での「内地化」

がぬって制度面での「内地化」もありえ， この

両者が実現されることで植民地樺太の「内地化」

が完了すると考えられていたのである。

6 おわりに

本稿の分析をふまえ，日本の植民地や近代北

海道をめぐる議論と対比しながら，人口問題を

考慮して樺太をみることの重要性を強調してお

きたし、。人口問題と植民地という視点からB本

の植民地を検討した場合，各植民地が有してい

た居住植民地的性格が焦点となってくる O その

中で最もその性格が強く，かっ人口問題解決へ

の寄与が期待された樺太の意義が浮かび上がっ

てくるのである。これまでに日本の植民地の分

析視角として， i植民地に課せられた課題と担

い手Jという視点から1930・40年代の植民地を

分析する方法が提起されている。それによると

この時期の課題は「総力戦体制の構築の一翼を

担うこと」であり，そのために植民地「工業化」

政策をおし進めることになったとされる6九こ

の議論において想定されている植民地は台湾・

60) 1E見透「樺太移民に就でJr樺太J第2巻第7号
(1930年7月)， 12賞。
61)小林英夫 115年戦争と樋民地」石井寛治・海野綴寿
編『近代日本綬済史を学ぶJ下，手証斐需拡 1977年，
220頁。

朝鮮・満州に限定されてしまっているが，それ

は「生産力拡充計調Jへの原材料で、の貢献とい

うモノの視点を重視したためである。樺太を同

様の視点で分析した場合には，木材・パルプの

供給が一貫して続くということしか問題にでき

ないだろう。しかし，人口問題を考慮すること

で，様太の場合は他の植民地とは異なり，人口

問題解決への寄与のためヒトを受け入れること

が求められたことを確認出来るのである。モノ

の視点からだけではこうした1920年代後半から

の樺太の変化を説明しきれないのでるる。

ただこうした樺太の居住緩民地的性格の強さ

は，日本の植民地統治の特徴である内地延長主

義との関わりで理解した場合，すぐに「内地」

同様と理解できるものではなかった。居住植民

地的性格の強さゆえに，制度上の「内地化Jは

進んでいたが，実態語での「内地化Jの進展が

伴わないことが当時問題となっていたのである。

この点を考躍した場合，樺太を北海道と開じ性

格の地域としてみる見解出)にも検討の余地があ

ることをあきらかにできるだろう。近代北海道

は自由主義段階毘有の植民地であり，過剰人口

を農業移民として受け入れる「辺境jであっ

たへしかし樺太はそれとは逆に，先に林業を

とする資本が入札農業は従属的地位に立た

ざるを得なかった。その結果乱伐による森林資

源の枯渇の危機や樺太への定着率が低く「出稼

地Jに止まっていることへの対策という問題が
1920年代後半から生じてくることとなった。そ

れらの解決法として，農業移民の定着率を上げ

て植民地としての内実を閤めることが課題となっ

たのである。

以上のような人口問題と様太独自の事構とが

結び、つくことによって，双方の課題を解決すべ

く，農業移民政策の強化・樺太蕗殖計画の画定

という1920年代後半からの一連の動きが生じて

62)問中修 F日本資本主義と北海道.I:lt海道大学図書引j
行会， 1986年， 53頁0
63)例えば正問「日本資本主義と移民J311頁。



132(484) 経済学研究 50-3 

くるのである。ここで目標となったのは木材・

パルプ。の供給というモノでの役割からの脱却を

はかり， ヒトを受け入れる役割を果たそうとす

ることであった。領有以来あまり顧みられるこ

とのなかった小植民地樺太が， 1920年代後半か

ら人口問題への貢献という点で，植民地政策全

体の中で他の糠民地と関連をもちつつ，質的に

:重要な課題を有することになったことを，本稿

の分析結果は示していよう。こうして人口問題

への貢献ということは， 1930年代の樺太庁の大

義名分として主張し続けられることになる。し

かし農業移民政策においてもそれが題持され続

けることで，今度は樺太農家との車し繰を生んで

いくことになるのである。その点の考察は別稿

に譲ることにしたし、

付記)本稿は1999年11月初日の土地帝IJ度史学会北海道部

会(於北海学関大学)および12月14日の北大125

年史研究会(於北海道大学付属図書館)での報告

の前半部分を，大幅に修正・加筆したものである。
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